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 本事業に係るアドバイザー業務に携わっ
たパシフィックコンサルタンツ株式会社及
びアンダーソン・毛利・友常法律事務所若
しくは本事業に係る積算補助業務に携わっ
た株式会社シーエム・エンジニアリングあ
るいはこれらの者と資本関係又は人的関係
においての関連のある者でないこと。
 中国地方整備局が、事業者の選定にあた
り、ＰＦＩ法第８条に定める客観的な評価
を行うため、中国地方整備局内に平成29年
６月22日付けで設置した「安来地区電線共
同溝ＰＦＩ事業有識者等委員会」（以下「有
識者等委員会」という。）の委員及び委員以
外の者で有識者等委員会において出席及び
意見を求められた者が属する企業又はその
企業と資本関係又は人的関係においての関
連のある者でないこと。
 上記及びにおいて、「資本関係又は人
的関係においての関連のある者」とは、上
記２に同じ。

 設計企業の参加資格要件 代表企業、構成
員又は協力企業のうち、１に掲げる設計業
務を実施する者（以下「設計企業」という。）
は、次のからまでの要件を満たさなけれ
ばならない。ただし、調整マネジメント業務
（設計段階）のみを実施する者はこの限りで
なく、次の又は事業監理業務の実績を有す
る者若しくは２に掲げる工事企業の参加資
格要件を満足する者であれば良いものとす
る。事業監理業務とは、国、特殊法人等、地
方公共団体、地方公社又は大規模な土木工事
を行う公益民間企業が発注した業務で、工事
発注までに必要となる測量・調査・設計業務
等に対する指導・調整、地元及び建設行政機
関等との協議、事業監理等の業務を行うマネ
ジメント業務をいう。
 中国地方整備局における平成29・30年度
土木関係建設コンサルタント業務に係る一
般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていること。
 同種業務の実績として、国、特殊法人等、
地方公共団体、地方公社、公益法人又は大
規模な土木工事を行う公益民間企業が発注
した業務で、平成19年４月１日以降公示日
までに完了した業務において次のいずれか
の実績を有すること。
・電線共同溝の実施（詳細）設計業務
・電線共同溝の基本（予備・概略）設計業
務
共同企業体の構成員としての実績は出資
比率が20％以上であること。

 次に掲げる基準を満たす管理技術者を配
置できること。
ア 管理技術者は次に掲げるいずれかの資
格を有すること。
ａ 技術士（総合技術監理部門：建設
道路、建設部門：道路）
ｂ 国土交通省登録技術者資格（施設分
野：道路業務：計画・調査・設計）
ｃ 土木学会認定技術者（特別上級土木、
上級土木、１級土木）（設計）

イ 同種業務の実績として、国、特殊法人
等、地方公共団体、地方公社、公益法人
又は大規模な土木工事を行う公益民間企
業が発注した業務で、平成19年４月１日
以降公示日までに完了した業務において
次のいずれかの実績を有すること。
・電線共同溝の実施（詳細）設計業務
・電線共同溝の基本（予備・概略）設計
業務

 上記、の実績として挙げた業務実績
が国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開
発建設部（開発建設部関係事務所を含む）
の発注した業務に係る実績である場合に
あっては、評定点が60点未満のものは、実
績として認めない。

 工事企業の参加資格要件 代表企業、構成
員又は協力企業のうち、１に掲げる工事監
理業務及び既存ストックに対する工事を除く
工事業務を実施する者（以下「工事企業」と
いう。）は、次のからまでの要件を満たさ
なければならない。但し、調整マネジメント
業務（工事段階）のみを実施する者はこの限
りでなく、次のの要件又は２に掲げる設
計企業の参加資格要件を満たせば良いもの
とする。既存ストックを活用する工事を行う
者は、の要件を満たさなければならない。
但し、既存ストックを活用しない提案を行う
場合はこの限りではない。
 中国地方整備局における平成29・30年度
「アスファルト舗装工事」の一般競争（指
名競争）参加資格の認定を受けていること。
 平成14年４月１日以降に元請けとして、
下記の条件を満足する同種工事を施工した
実績を有すること。又は下請企業表彰を受
けた企業で、下請企業表彰の対象となった
工事が次の同種工事を施工した実績を有す
ること。なお、共同企業体の構成員として
の実績は、出資比率20％以上の場合のもの
に限る。ただし、乙型ＪＶ（異工種ＪＶ）
の同種工事の施工実績については、出資比
率に関わらず各構成員が施工を行った分担
工事の実績であること。

・同種工事として、供用中の道路法上の道
路（国道・都道府県道・市町村道のいず
れか）で車線減少を伴う交通規制を実施
し、かつ電線共同溝若しくは情報ボック
ス工事を施工した実績を有すること。
なお、当該実績が国土交通省及び内閣府
沖縄総合事務局開発建設部（開発建設部関
係事務所を含む）の発注した工事に係る実
績である場合にあっては、評定点が65点未
満のものは、実績として認めない。

 既存ストックを活用する工事を行う者
は、中国地方整備局における平成29・30年
度「通信設備工事」の一般競争（指名競争）
参加資格の要件として認定を受けているこ
とに加え、以下のいずれかの条件を満足し
ていること。

ア 建設業法における電気通信工事業の許
可を受けており、かつ建設業法における
経営事項審査を受け経営事項評価点数が
1000点以上を有すること。
イ 既存ストック所有者より業務委託受注
の実績のある会社であること。
ただし、既存ストック所有者の電気通信
設備に影響を及ぼす場合がある工程につい
ては、当該工程の施工実績のある会社とす
る。

 工事監理企業の参加資格要件 代表企業、
構成員又は協力企業のうち、１に掲げる工
事監理業務を実施する者（以下「工事監理企
業」という。）は、次の及びの要件を満た
さなければならない。
 中国地方整備局における平成29・30年度
土木関係建設コンサルタント業務に係る一
般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていること。
 平成14年４月１日以降に元請けとして、
同種工事の工事監督を支援した実績を有す
ること。同種工事とは、２に掲げる同
種工事をいう。
なお、当該実績が国土交通省及び内閣府沖
縄総合事務局開発建設部（開発建設部関係事
務所を含む）の発注した業務に係る実績であ
る場合にあっては、評定点が60点未満のもの
は、実績として認めない。
 維持管理企業の参加資格要件 代表企業、
構成員又は協力企業のうち、１に掲げる維
持管理業務を実施する者（以下「維持管理企
業」という。）は、次のからまでの要件を
満たさなければならない。但し、点検業務の
みを実施する者は次の及びの要件を、補
修業務のみを実施する者は次のの要件を満
たせば良いものとする。また、調整マネジメ
ント業務（維持管理段階）のみを実施する者
はこの限りでなく、２に掲げる応募者共通
の参加資格要件を満たせば良いものとする。
 中国地方整備局における平成29・30年度
土木関係建設コンサルタント業務に係る一
般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていること。
 平成14年４月１日から平成29年３月31日
までの間に完了した、国及び地方公共団体
発注による道路構造物点検業務の実績を有
していること。
 中国地方整備局における平成29・30年度
「維持修繕」の一般競争（指名競争）参加
資格の認定を受けていること。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は
監理技術者（以下「配置予定技術者」とい
う。）を当該事業に専任で配置できること。
ア １級土木施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
「これと同等以上の資格を有する者」と
は、次のものをいう。
・１級建設機械工技士の資格を有する者
・これらと同等以上の資格を有するもの
と国土交通大臣が認定した者

イ 平成14年４月１日以降に、元請けとし
て同種工事（上記に掲げる工事）の経
験を有する者であること（共同企業体の
構成員としての経験は、出資比率が20％
以上の場合のものに限る。ただし、乙型
ＪＶ（異工種ＪＶ）の同種工事の施工実
績については、出資比率に関わらず各構
成員が施工を行った分担工事の実績であ
ること。）。
なお、当該経験が国土交通省及び内閣
府沖縄総合事務局開発建設部（開発建設
部関係事務所を含む）の発注した工事に
係る経験である場合にあっては、工事成
績評定通知書による評定点が65点未満の
ものは、実績として認めない。
ウ 配置予定技術者にあっては、直接的か
つ恒常的な雇用関係が必要である。
エ 配置予定技術者は、建設業法第７条第
２号及び第15条第２号に定められた技術
者（営業所専任技術者）でないこと。
オ 監理技術者にあっては、監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。
カ 上記アからオまでについて確認出来る
書類を添付すること。その添付がされな
い場合は、本競争に参加出来ないことが
ある。
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